
 
 

 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：17－012） 

 

2018年 1月 1日より PPEF導入 

 

 エルブッシェル・サダン財務大臣によると、2018年 1月 1日より、環境影響

税として知られる『Pristine Paradise Environmental Fee(PPEF)』が導入さ

れる。 

 パラオを出国する際、観光客に課せられていた出国税は廃止される。2018年

度の予算法 RPPL10-12 において、出国税は、到着時もしくは到着前に徴収さ

れる入国税とする改正がされた。 

 サダン財務大臣によると、環境影響税（PPEF）導入に関する新たな規則に

より、政府は、全航空会社に対し徴収を義務付け、観光客の航空運賃に上乗せ

する計画である。 

 いくつかの文言については、新たな改正案で言及しないことにより改正案の

内容となる。現行法で出国税が免除されていた乗客については、今後、入国税

の支払いが必要になるが、空港到着時に払い戻しが行われる。 

 RPPL10-12 には、13 歳未満の子供が払い戻しの対象となることは明記され

ていないが、現行の RPPL9-49において出国税免除の対象とされている。 

許可書保持者については、労働許可書を保持している者のみ払い戻しの対象と

なり、暫定ビザの保持者及び契約労働者については対象外である。 

 昨日（9月 28日）、同法案に署名が行われ、法律として成立した。 

                  （2017年 9月 29日 Island Times） 

 



 
 

 

 


